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３）探査の組み合わせ 
空洞・埋設物調査においては地中レーダの利用が多くみられる。しかし、この探査手

法では特に鉄筋コンクリートで表面が覆われている場合、地表からわずか 50cm ほどに埋

設された 100 万ボルトの電力ケーブルでさえ、慎重に、出来る限りの手を尽くして探査

を行わないと、なかなか捉えることはできない。一方、農道等の水道管探査では、水道

管は見つからなくとも、本管のリモートコントロール用の信号ケーブルが簡単に見つけ

られたりする。こうした探査成果の不確実性をなくすために、異種手法の混成すなわち

ハイブリッド化で相乗効果を生み、成果を向上させることが本報告での組み合わせ探査

の有効性であるとしてきた。３．２物理探査の適用方法 ２）にも路面下空洞探査に地

中レーダと表面波探査の組み合わせを示したように、空洞の規模、深度、地形地質状況

により、適用条件や測定される情報の精度が異なる場合がほとんどであり、コスト面か

らは難しい点があるが単独手法に頼らずに複数手法を用いることも検討に値する。 
ここでは、地下埋設物、特に埋設管についての探査の組み合わせを検討する。地下埋

設物の探査は、手法の簡便性から次の 3 種を使用するのが一般的である。 

地中レーダ探査は、コンクリート内の鉄筋が明瞭に見られ、その下の埋設管や地層構

造も読み取れる。上位の鉄筋の影響でその下部はレーダ反射が途切れ途切れで、慎重な

読み取りが必要となる。 
ＲＣレーダ探査は、鉄筋コンクリートに特化した探査で、探査可能範囲（20cm 程度)

であれば探査結果は深度表示でコンクリート内の異物を明瞭に視認できる。使用機器お

よび探査状況を図３－１６に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－１６ ＲＣレーダ機器および探査状況 
 
地中のケーブルから漏れる信号を捉える、あるいは、埋設管に電磁誘導を引き起し、

誘導電流による 2 次信号を捉えて埋設管の位置を調べる、電磁誘導法によるケーブル・

鉄管探査（ロケーター）手法がある。受信器単独での探査（間接法）に加え、発信器を

用いた探査（直接法）を行う。使用機器および探査状況を図３－１７に示す。電磁誘導

法については、原理的には POS、動力・弱電について、間接法でも十分な適応性があるの



 72

が普通で、それらのケーブルと探査器の間に鉄筋がある場合に、鉄筋内に起こる電磁誘

導による信号が非常に邪魔になり、特定のケーブルを追跡するのが困難となる。そこで、

ケーブルや鉄管に発信器の信号をクリップまたはコイルにより伝えその信号を地表で追

跡する直接法は、かなり信号が絞られ、ケーブルや鉄管位置を追跡可能と判断される。

また、RD400CL には受信コイルが先端付近と指示器付近の 2 箇所にあり、直接法では、発

信器の信号の電流値やケーブル深度を求める機能があり、この機能を使うことにより、

偽の信号を排除することも可能である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－１７ 電磁誘導方式による埋設管探査の概念および測定状況 
 
表３－１５に、これら 3 手法のいくつかの埋設管種に対する適応性を示したが、探査

条件等の把握とこのような基礎データも念頭において、組み合わせの可否、組み合わせ

方法等を慎重に検討する必要がある。 
 

表３－１５ 埋設管の探査器と探査対象の適応性 
電磁誘導法 

 ＲＣレーダ 地中レーダ 
間接法 直接法 

油配管 × ○ △ ○ 

鋼管 ○ ○ △ ○ 

塩ビ管 ○ ○ × × 

POS × △ △ ○ 

動力・弱電 ○ △ △ ○ 

○：探知可能、△：今後の検証が更に必要、×：探知困難 
  

 

発信器 

誘導信号

受信器

埋設管 

地 中 

RD400CL 
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４）今後の課題 
道路、トンネル、ダム、河川堤防、港湾等の施設を維持管理する上で、「空洞」の有無・

形状や「埋設管（埋設物）」の位置・形状を把握することは事故防止に関する重要な要素

であり、課題でもある。近年、これらのニーズに応えるべく、適用性の拡大や精度の向

上を目指して技術開発が進められている。 
近年の比較的新しい技術としては、以下のものがある。 

・地中レーダ探査： 
・連続波発信 
・トンネル掘削機への装着 
・斜め方向の測定 
・共通反射点重合法 
・ウェ－ブレット変換 
・三次元探査 

・比抵抗探査： 
・多電極を利用した探査 
・三次元探査 

・電磁気探査： 
・過渡現象、電磁誘導の利用 

・弾性波探査： 
・高密度間隔の受/発振（トモグラフィ的解析） 
・Ｓ波の利用 
・三次元探査 

・トモグラフィ： 
・フルウェ－ブ解析 

 
地中レーダ探査などではアンテナ軽量化やデータ収録装置の改良など機器的な改良

も急速に進みつつあり、他の手法で使用される機器類についても、電子機器、部品の能

力向上、価格低下の相乗効果で演算処理の向上が認められる傾向にある。解析について

も、データ精度向上や解析手法の改良に伴う解析精度の向上も図られている現状にある。 
また、最近の事例によると、空洞の発生には地下埋設物との関連性だけではなく、気

温が高いと陥没の発生頻度が高くなるなど、気候や気温とも密接な関係があるとの指摘

も出てきており、今後、更に技術革新をはかるためには物性に関する基礎的研究やケー

ススタディ的な実証実験だけではなく、幅広い分野の各種データの蓄積も必要になるも

のと考える。 
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表３－１ 防災･維持管理分野の対象とする現象および適用技術 
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表３－８ 斜面防災における点検・調査のニーズと適用物理探査 

ニーズ項目 

対象 点検・調査目的 
適用する探査手法 

適用した手法により

得られるデータ 
判定方法 

結果を得るために参考

とするデータ 
点検･調査結果 点検・調査限界 適用手法の効果 必要な改良・開発 

地震探査(屈折) 弾性波速度・速度断面 弾性波速度変化 

電磁探査 磁場・電磁場分布 磁場・電磁場変化 

赤外線熱映像探査 表面温度分布 温度変化 

ＡＥ・ＭＳ ＡＥ波形等 発生場所・頻度の特定 

岩盤斜面 内部構造特に風化、弱層 

内部構造特に間隙率、含水率 

亀裂分布 

   

ボーリングデータ 

室内岩石試験 

変位計測結果 

崩落検知 

間隙水圧 

雨量 

踏査結果 

目視観測 

健全度判定・評価結果図

風化層・弱層分布平面・

断面図 

地震探査における高速度層

中に挟在した低速度層の検

出不能など、原理的に不連続

面を検知できないよう場合

がある。 

不安定岩塊の直接的な崩落

予測が困難である。 

岩盤内地下水の賦存形態と

流動評価が困難である。 

複合技術（調査）により地盤

判定の精度向上が期待され

る。 

簡易・高精度調査技術

の開発。 

岩盤内部構造の三次

元的把握技術。 

地震探査（屈折・反射） 弾性波速度・速度断面 弾性波速度変化・速度構造変化 

電気探査 比抵抗分布 比抵抗変化 

１ｍ深地温探査 １ｍ深温度分布 温度変化 

自然放射能探査 ガンマ線強度分布 ガンマ線強度変化 

トモグラフィ 物性分布 物性変化 

地すべり すべり面形状 

範囲 

地質構造 

崩壊規模 

   

ボーリングデータ 

検層データ 

室内岩石試験 

変位計測結果 

間隙水圧 

雨量 

踏査結果 

総合地質平面・断面図 

すべり面平面・断面図 

 

地震探査における高速度層

中に挟在した低速度層の検

出不能など、原理的に不連続

面を検知できないよう場合

がある。 

直接的なすべり面形状の把

握が困難である。 

複合技術（調査）により地盤

判定の精度向上が期待され

る。 

簡易・高精度調査技術

の開発。 

すべり面の三次元形

状の把握技術。 

赤外線熱映像探査 表面温度分布 温度変化 

地中レーダ探査 電磁反射波断面 パターン認識 

超音波 透過波・弾性波 透過・減衰 

打音（衝撃弾性波） 打音波形 波形分析結果による判定 

吹付法面 空洞 

亀裂 

劣化 

地山風化 

      

ボーリングデータ 

雨量 

吹付材料 

健全部と劣化部対比資料

目視観測 

健全度判定・評価（緩み、

剥離、老朽化）結果図 

健全度の定量的評価手法の

開発が課題。 

非破壊検査手法が主流とな

りつつある。 

複合技術（調査）により健全

度判定の精度向上や結果の

ビジュアル的表現が期待さ

れる。 

深部地盤構造の把握

技術。 
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表３－１０ 河川における点検・調査のニーズと適用物理探査 

ニーズ項目 

対象 点検・調査目的 
適用する探査手法 

適用した手法により

得られるデータ 
判定方法 

結果を得るために参考

とするデータ 
点検･調査結果 点検・調査限界 適用手法の効果 必要な改良・開発 

表面波探査 Ｓ波速度断面図 Ｓ波速度から強度分布を判定 

２次元比抵抗探査 比抵抗断面図 

電磁探査（ＥＭ探査） 導電率(比抵抗)断面

図 

比抵抗(導電率)分布から土質

の判定 

内部構造 

弱点部 

緩み・空洞 

地中レーダ探査 電磁波反射断面図 反射断面から空洞、緩み、内部

構造の判定 

表面波探査 Ｓ波速度断面図 Ｓ波速度から局所的な緩みを

判定 

自然電位探査 自然電位平面図 自然電位異常から水分状態を

判定 

２次元比抵抗探査 比抵抗断面図 

電磁探査（ＥＭ探査） 導電率(比抵抗)断

面・平面図 

比抵抗(導電率)分布の異常か

ら緩み、水分状態を判定 

堤防 

堤体内部 

漏水箇所 

水位・湿潤線 

１ｍ深地温探査 地温分布図 地温分布から水みちを判定 

表面波探査 Ｓ波速度断面図 

屈折法地震探査 速度断面図 

速度分布から地盤構造、弱部を

判定 

２次元比抵抗探査 比抵抗断面図 

基礎地盤 

河床 
地山風化 

弱点部 

電磁探査（ＥＭ探査） 導電率(比抵抗)断面

図 

比抵抗(導電率)分布から地盤

構造、弱部を判定 

ボーリング調査結果 

サウンディング結果 

土質試験結果 

築堤履歴、施工記録，

被災記録などの河川

データ 

空中写真 

地形分類図 

堤体・基礎地盤土質

縦断面図、横断面図

空洞・緩み範囲分布

図 

水みち、漏水箇所分

布図 

物理探査は、堤防縦断方

向の土質構成や弱部の抽

出には適している。しか

し、堤防の詳細な構造の

把握には、ボーリング調

査やサウンディング等を

用いて解釈する必要があ

る。 

局所的な空洞や緩みを抽

出すには、地中レーダ探

査が有効であるが、探査

可能な深度が限られてい

る。 

地温探査では、表層近く

の水みちの推定に限れ、

地温と流動水の温度差が

小さい場合は、適用が困

難である。また、測定時

期に制限がある。 

経済的および迅速に広範

囲の構造を把握し、異常

個所を抽出すること、精

査を行う箇所を抽出する

ことに、物理探査は優れ

ている。 

適用される物理探査は、

既に実用化されている。 

２次元比抵抗探査につい

ては、堤体のモニタリン

グ適用されることがあ

る。 

物理探査による内

部構造把握の高精

度化には、探査物理

量と土質物性の相

関を現場ごとに把

握する必要がある。

探査物理量の組み

合わせにより、大ま

かな土質物性が推

定できれば、探査結

果の利用価値が向

上する。 

電極を地面に打設

しない電気探査の

実用化が試みられ

ている。 

地中レーダの探査

深度・分解能の向上

が望まれている。 

地中レーダ探査 電磁波反射断面図 反射断面から埋設構造物、構造

物周りの緩み、空洞を判定 

河川構造

物 

管理施設 

損傷・変状 

老朽化 

表面波探査 Ｓ波速度断面図 構造物周りの地盤の緩み、空洞

を判定 

ボーリング調査結果 

設計図、施工・補修記

録 

変状調査結果 

連通試験結果 

埋設物分布図 

空洞・緩み範囲分布

図 

地下水面以下では、電磁

波の減衰が大きく、探査

不可能の場合もある。埋

設物の大きさ、深度、地

下水により探査限界が決

まる。 

既に実用化されている手

法である。 

地中レーダの探査

深度・分解能の向上

が望まれている。 
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表３－１２ 空洞・埋設物における点検・調査のニーズと適用物理探査（１） 
ニーズ項目 

対象 点検・調査目的 
適用する探査手法 適用した手法により

得られるデータ 判定方法 結果を得るために参考

とするデータ 点検･調査結果 点検・調査限界 適用手法の効果 必要な改良・開発 

地中レーダ探査 電磁波反射断面図 
反射断面から空洞と考えられる異

常個所を抽出 

表面波探査 Ｓ波速度断面図 
低速度、速度変化など速度分布に着

目し判定 

２次元比抵抗探査 比抵抗断面図 比抵抗分布に着目し判定 

路面下 空洞 

   

ボーリング調査結果（柱

状図、検層他） 
サウンディング結果 
開削データ結果 
埋設管・埋設物位置図 
ボアホールカメラ結果 
地表踏査結果 
 

空洞位置図（深度、規模）

 
(地中レーダ探査) 

電磁波の減衰が大きく、地

下水面以下では検知できな

い場合が多い。 

探査可能な深度は 2～3m 程

度（土質地盤）。 

空洞の検出規模は牽引速度

に依存し、車載牽引型では

数十cmが限界。 

単一の探査だけでは反射断

面に地盤緩み、空洞の区別

がつきにくい場合があるた

め、サウンディングなど直

接的な手法での確認必要。 

ある程度の大きさ（数 m オ

ーダ）を持った空洞でない

と検知できない。 
(表面波探査） 

探査深度は15～30m程度 

(２次元比抵抗探査） 

近傍の金属の影響が大き

い。舗装面では電極用の穿

孔が必要。 

陥没事故の回避。 
既に実用化されている手法

である。 
地中レーダ探査では車載型

アンテナを用いれば広範囲

の探査可能。 
 
 

空洞箇所検出精度の

向上 
地中レーダ探査を迅

速に低コストで実施

するには、アンテナを

数台セットした車載

型アンテナを製作し、

牽引車両で牽引する

方法が望ましい。 
表面波探査の場合、ラ

ンドストリーマーケ

ーブルを用いること

で、コストの省力化を

図る事が可能。 
 

地中レーダ探査 電磁波反射断面図 
反射断面から空洞と考えられる異

常個所を抽出 

打音調査 打音波形、波形分析図 
打音により得られる音響特性分析

から異常個所を抽出 

超音波測定 
超音波波形、初動走時，

弾性波速度 
超音波の伝播速度からコンクリー

ト内部の空隙、ひび割れ深度を把握

熱赤外線映像法 
温度分布図、温度差分

布図 
覆工を強制的に熱して表面の温度

変化を捉え判定 

トンネル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空洞 

覆工の浮き 

 

   

施工図 

削孔データ結果 

目視点検観察結果 

ボーリング調査結果（柱

状図、検層他） 

地質断面図 

空洞分布図（平面図、断

面図） 

覆工厚分布図 

覆工内部空隙分布図、コ

覆工状況図（コンクリー

ト厚さ、ひび割れの深さ

覆工状態） 

健全度指数図 

 

(地中レーダ探査) 

空洞による多重反射が発生

し、地山からの反射波のみ

を抽出することは難しく、

正確な空洞厚が解析不能。 

空洞厚が薄いと検知できな

い。 

(打音調査） 

打撃による、たわみ振動が

発生する覆工厚、空洞の大

きさが同時条件で存在しな

いと、検知できない。 

覆工背面に水が満たされて

いる場合や覆工表面の状況

で打音波形が変化する場合

があるので打音調査判定に

は注意が必要。 

(熱赤外線映像法） 

加熱部が大型機材、加熱な

しでは、地下水等の影響が

大きい 

既に実用化されている手法

である 

空洞箇所の把握、補修情報の

取得 

 

空洞箇所検出精度の

向上 

空洞の可能性の高い

強反射部抽出の自動

化。 

トンネル覆工に利用

できる、安価で簡便な

測定システム 

精度の高い空洞厚の

測定・解析手法の開

発。 
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表３－１２ 空洞・埋設物における点検・調査のニーズと適用物理探査（２） 
ニーズ項目 

対象 点検・調査目的 
適用する探査手法 適用した手法により

得られるデータ 判定方法 結果を得るために参考

とするデータ 点検･調査結果 点検・調査限界 適用手法の効果 必要な改良・開発 

地中レーダ探査 電磁波反射断面図 
反射断面から空洞と考えられる異

常個所を抽出 

表面波探査 Ｓ波速度断面図 
低速度、速度変化などＳ速度分布に

着目し判定 

２次元比抵抗探査 比抵抗断面図 比抵抗分布に着目し判定 

浅層反射法探査 
反射断面図 

地中の弾性波速度 

反射面の形状、反射時間から空洞の

深度も推定 

海岸堤防 

護岸、 

エプロン 

空洞 

   

開削データ結果 

ボーリング調査結果（柱

状図、検層他） 

サウンディング結果 

地表踏査結果 

 

空洞位置図（深度、規模）

緩み範囲分布図（平面

図、断面図） 

 

（地中レーダ探査） 

コンクリート厚、鉄筋配置

によっては探査不可能。 

地下水面以下、海水面以下

より深部にある空洞は検出

できない。 

空洞に類似した反応があ

り、サウンディングなど直

接的な手法での確認必要。 

陥没などの現象が起こって

からの調査では、既に空洞

が埋まっており、検知しに

くい場合がある。 

(浅層反射法探査) 

極浅部の探査は困難、Ｓ波

利用で検出効果確保。 

コストがかる。 

既に実用化されている手法

である 

空洞箇所の把握、補修情報の

取得 

コンクリートの厚い

場所での空洞把握は、

微重力探査の併用も

必要。 

吸出しによる空洞化

が多数と考えられる

ので、海側からの情報

を得る方法（探査）の

開発。 

 

微重力探査（深部） 重力異常図 低重力異常個所 

高周波ＣＳＭＴ探査 比抵抗断面図 比抵抗分布、位相特性に着目し判定

２次元比抵抗探査 比抵抗断面図 比抵抗分布に着目し判定 

地中レーダ探査 
電磁波反射断面図 

（３Ｄ断面図） 

反射断面から空洞と考えられる異

常個所を抽出 

表面波探査 Ｓ波速度断面図 
低速度、速度変化などＳ速度分布に

着目し判定 

特殊地下

壕 

防空壕 

坑道 

古洞 

 

   

過去の位置図が含まれる

資料 

地表踏査結果 

証言情報 

ボーリング調査結果（柱

状図、検層他） 

空洞（防空壕・坑道・古

洞）分布推定図 

(微重力探査） 

高精度の測量が必要、地表

や地下の急変で誤差拡大。 

(地中レーダ探査） 

浅部の特殊地下壕に対応可

能、連続波レーダ探査でさ

らに適用深度を拡大。 

単一の探査だけでは反射断

面に地盤緩み、空洞の区別

がつきにくい場合があり、

サウンディングなど直接的

な手法での確認必要（２次

元比抵抗探査、高周波ＣＳ

ＭＴ探査、表面波探査にお

いても）。 

(高周波ＣＳＭＴ探査） 

近傍の金属物質に影響を受

ける。 

(２次元比抵抗探査） 

近傍の金属物質に影響を受

ける。 

水平分解能が小さく、位置

や深度の検出誤差が大き

い。 

(表面波探査） 

定常振動利用では、車両搬

入を要し、探査場所に制約。 

浅部の特殊地下壕であれば、

地中レーダ探査により既に

実用化されている手法であ

る 

逆解析手法による３

次元ソフトの開発。 
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表３－１２ 空洞・埋設物における点検・調査のニーズと適用物理探査（３） 

ニーズ項目 
対象 点検・調査目的 

適用する探査手法 適用した手法により

得られるデータ 判定方法 結果を得るために参考

とするデータ 点検･調査結果 点検・調査限界 適用手法の効果 必要な改良・開発 

地中レーダ探査 
電磁波反射断面図 

（３Ｄ断面図） 

反射断面から地下埋設物と考えら

れる異常個所を抽出 

表面波探査 Ｓ波速度断面図 
低速度、速度変化などＳ速度分布に

着目し判定 

２次元比抵抗探査 比抵抗断面図 比抵抗分布に着目し判定 

電磁（ＥＭ）探査 
比抵抗（導電率）断面

図 
比抵抗(導電率)分布に着目し判定 

磁気探査 磁気異常点分布図 磁気変化、異常点の抽出 

地下埋設

物 

 

有無 

位置 

亀裂 

敷設状況 

   

地下埋設物の設計図面 

工事記録 

掘削による目視確認結果

地表踏査 

埋設物分布推定図 

（位置、深度、敷設状況）

 

(地中レーダ探査） 

埋設管の直径、埋設深度、

地下水位により、探査限界

が決まる。 

地下水面以下では電磁波の

減衰が著しく、探査不可能。 

埋設物の実際の位置と埋設

物設計図面とは一致しない

ことがある。 

(表面波探査、２次元比抵抗

探査) 

ある程度の大きさ（数 m オ

ーダ）を持った対象物でな

いと検知できない。 
(ＥＭ探査） 

探査深度が浅い。 

近傍の金属構造物の影響を

受けやすい。 

(磁気探査) 

磁気反応が見られる対象物

だけで可能。輻輳した埋設

物は識別不能。 

地中レーダ探査は、既に実用

化されている手法である 

 

地下埋設管の破断原

因を考えるには、地盤

の緩み（強度情報）を

考慮に入れた考察が

必要となる。その場

合、(高精度))表面波

探査を加味すること

は有益。 

三次元化（埋設物の形

状の把握） 

 

 

 




